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監査の結果に関する報告について

このことについて、地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づき平

成２５年１２月から平成２６年３月までの間に実施した監査（定期監査）の結果、同条第

１項、第２項及び第５項の規定に基づき平成２５年７月から平成２６年２月までの間に実

施した監査（随時監査）の結果及び同条第２項の規定に基づき平成２５年７月から平成２

６年１月までの間に実施した監査（行政監査）の結果を、同条第９項の規定により、次の

とおり提出します。

なお、当該監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として措置を講じたときは、

地方自治法第１９９条第１２項の規定により、その旨を通知してください。
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第１ 県の機関を対象とした定期監査

１ 監査の概要

県の１３７機関について、平成２５年１２月１７日から平成２６年３月１４日まで

の間に、平成２５年度における財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理及び

その他の事務の執行を対象として、定期監査を実施した。

監 査 実 施 機 関 数
区 分

本 庁 出先機関等 計

知 事 部 局 ３３ ３９ ７２

教 育 委 員 会 ６ ４７ ５３

公 安 委 員 会 ９ ９

監 査 事 務 局 １ １

人 事 委 員 会 １ １

労 働 委 員 会 １ １

合 計 ４２ ９５ １３７

監査を実施した機関名及び監査実施年月日等は、別表（７～１２ページ）に記載の

とおりである。

２ 監査の結果

監査の結果、２４機関の３４件について、是正又は改善を必要とする事項が認めら

れ、下記のとおり、指摘事項又は注意事項とした。

該当機関に対しては、監査結果に基づき、速やかに是正又は改善措置を講ずるよう

文書で通知を行った。

件 数
指 摘 項 目

指摘事項 注意事項 要望事項 計

収 入 事 務 ３ ３ ６

支 出 事 務 ２ １６ １８

契 約 事 務 ３ ３ ６

工 事 の 施 工

財 産 （ 物 品 を 除 く ） の 管 理 １ １

物 品 の 管 理 １ １

事務（事業）の経済性、効率性及び有効性

そ の 他 ２ ２

合 計 １０ ２４ ３４

指摘事項 …… 是正又は改善を必要とする事項のうち、特に重要な事項として文
書をもって指摘したもの

注意事項 …… 是正又は改善を必要とする事項のうち 「指摘事項」に至らない、
事項で、文書をもって注意を行ったもの

要望事項 …… 「指摘事項」及び「注意事項」に至らない事項で、文書をもって
要望したもの
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３ 指摘事項等の内容

指摘又は注意を行った事項（指摘事項等）の内容は、次のとおりである。

［ 総合政策部 ］

(1) 中山間・地域政策課

【指摘事項】

○ 受託事業について、調定が行われていないものがあった。

善処を要する。

(2) 文化文教・国際課

【指摘事項】

○ 警備輸送ならびにこれに関連する業務委託について、契約書に定められ

た警送品の受領に用いる印鑑の届出が行われていなかった。

善処を要する。

(3) 東京事務所

【注意事項】

○ 県産品ＰＲに要する経費の支払について、見積書印と請求書印が同一で

ないなど支出の証拠書類が適正でなかった。

留意を要する。

○ 旅費について、交通費の算出を誤り過払及び支給不足となっているもの

があった。

善処を要する。

［ 総務部 ］

(4) 消防学校

【指摘事項】

○ 非常勤職員の報酬や通勤費用について、過払となっているものが見受け

られた。

善処を要する。

【注意事項】

○ 旅費について、旅行雑費の調整誤りにより支給不足となっているものが

あった。

善処を要する。

［ 福祉保健部 ］

(5) 福祉保健課

【注意事項】

○ 福祉・介護人材参入促進事業費補助金等について、交付決定事務が遅れ

ているものが見受けられた。

留意を要する。
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○ 宮崎県地域生活定着促進事業等の業務委託について、契約書の作成が遅

れているものが見受けられた。

留意を要する。

(6) こども政策課

【指摘事項】

○ 保育対策等促進事業費補助金の調定について、調定額を誤っているもの

があった。

善処を要する。

【注意事項】

○ 幼保小連携・接続推進事業委託料について、交付決定事務が遅れていた。

留意を要する。

(7) 高千穂保健所

【注意事項】

○ 旅費について、宿泊料及び航空賃の誤りにより過払となっているものが

あった。

善処を要する。

(8) 看護大学

【指摘事項】

○ 赴任旅費について、旅行命令書が作成されていなかった。

善処を要する。

【注意事項】

○ 出勤簿について、一部未整備となっているものが散見された。

善処を要する。

［ 環境森林部 ］

(9) 環境管理課

【指摘事項】

○ 航空機騒音計等の設置に係る財産の借受けについて、借受手続や台帳の

不備が散見された。

善処を要する。

［ 農政水産部 ］

(10) 農政企画課

【指摘事項】

○ 郵便切手について、郵便切手補助簿が作成されていなかった。

善処を要する。

【注意事項】

○ 宮崎県強い農業づくり交付金関係事業補助金について、事業計画の変更

承認手続等が適正に行われていないものが見受けられた。

留意を要する。
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(11) 農業大学校

【注意事項】

○ 旅費について、起点間の距離が２キロメートル未満の旅行に旅行雑費が

支給されているものがあった。

善処を要する。

○ 準公金について、精算手続を誤っているものがあった。

留意を要する。

［ 県土整備部 ］

(12) 都城土木事務所

【注意事項】

○ 測量業務委託について、変更契約に係る支出負担行為の整理時期を誤っ

ているものがあった。

留意を要する。

(13) 延岡土木事務所

【注意事項】

○ 公文書複写に伴う収納金について、指定金融機関への払込みが遅れてい

るものがあった。

留意を要する。

［ 教育委員会 ］

(14) 教職員課

【指摘事項】

○ 「教育職員免許状更新等手数料」等について、証紙に消印が押されてい

ないなど、証紙収納事務が適正に行われていないものが散見された。

善処を要する。

(15) 文化財課

【注意事項】

○ 文化財保存管理費補助金等について、交付決定事務が遅れているものが

散見された。

留意を要する。

(16) 日南振徳高等学校

【指摘事項】

○ 物品の購入について、年間の購入金額が多額であるにもかかわらず、定

期的に同一業者と１０万円未満の随意契約を行っているものが散見された。

留意を要する。

【注意事項】

○ 消防用設備等点検業務委託等について、支出負担行為の整理時期が遅れ

ているものが見受けられた。

留意を要する。
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(17) 高鍋高等学校

【注意事項】

○ 特殊勤務手当について、過払となっているものがあった。

善処を要する。

(18) 富島高等学校

【注意事項】

○ 通勤手当について、支給不足となっているものが見受けられた。

善処を要する。

(19) 日向工業高等学校

【注意事項】

○ 臨時的任用職員の賃金について、過払となっているものがあった。

善処を要する。

○ 物品の購入について、履行の検査確認が適正に行われていないものがあ

った。

留意を要する。

(20) 高千穂高等学校

【注意事項】

○ 公有財産使用料について、調定額の算定を誤り過徴収となっているもの

があった。

善処を要する。

(21) 都城さくら聴覚支援学校

【指摘事項】

○ 空気調和設備等保守点検業務委託について、代理人による見積りが行わ

れていたが、委任状が提出されていなかった。

留意を要する。

【注意事項】

○ 旅費の概算払について、支払事実の確認をせず精算しているものが見受

けられた。

留意を要する。

［ 公安委員会 ］

(22) 日南警察署

【注意事項】

○ 公有財産使用料等について、調定事務が遅れているものが見受けられた。

留意を要する。

(23) えびの警察署

【注意事項】

○ 複写サービスに関する契約について、見積書を徴していなかった。

留意を要する。
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(24) 日向警察署

【注意事項】

○ 旅費について、宿泊料の誤りにより支給不足となっているものがあった。

善処を要する。
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【別表】監査実施機関（県の機関の定期監査）

部 局 等 名 機 関 名 監査実施年月日 実施方法

総合政策部 秘書広報課 平成26年 1月22日 実地監査

統計調査課 平成26年 1月21日 実地監査

中山間・地域政策課 平成26年 1月22日 実地監査

フードビジネス推進課 平成26年 3月14日 書面監査

文化文教・国際課 平成26年 1月20日 実地監査

人権同和対策課 平成26年 1月16日 実地監査

情報政策課 平成26年 1月23日 実地監査

東京事務所 平成26年 2月 5日 実地監査

大阪事務所 平成26年 3月14日 書面監査

総務部 行政経営課 平成26年 3月14日 書面監査

市町村課 平成26年 1月28日 実地監査

危機管理課 平成26年 2月 7日 実地監査

消防保安課 平成26年 2月 7日 実地監査

日南県税・総務事務所 平成26年 2月 3日 実地監査

都城県税・総務事務所 平成26年 2月 5日 実地監査

高鍋県税・総務事務所 平成26年 2月 3日 実地監査

日向県税・総務事務所 平成26年 2月18日 実地監査

消防学校 平成26年 2月13日 実地監査

福祉保健部 福祉保健課 平成26年 1月28日 実地監査

長寿介護課 平成26年 1月29日 実地監査

衛生管理課 平成26年 3月14日 書面監査

こども政策課 平成26年 1月23日 実地監査

小林保健所 平成26年 3月14日 書面監査
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部 局 等 名 機 関 名 監査実施年月日 実施方法

福祉保健部 高鍋保健所 平成26年 3月14日 書面監査

日向保健所 平成26年 3月14日 書面監査

延岡保健所 平成26年 1月30日 実地監査

高千穂保健所 平成26年 2月12日 実地監査

衛生環境研究所 平成26年 2月24日 実地監査

看護大学 平成26年 2月17日 実地監査

身体障害者相談センター 平成26年 3月14日 書面監査

精神保健福祉センター 平成26年 2月17日 実地監査

みやざき学園 平成26年 1月21日 実地監査

都城食肉衛生検査所 平成26年 3月14日 書面監査

高崎食肉衛生検査所 平成26年 3月14日 書面監査

小林食肉衛生検査所 平成26年 3月14日 書面監査

都農食肉衛生検査所 平成26年 3月14日 書面監査

日向食肉衛生検査所 平成26年 3月14日 書面監査

環境森林部 環境管理課 平成26年 1月22日 実地監査

自然環境課 平成26年 1月27日 実地監査

山村・木材振興課 平成26年 1月29日 実地監査

林業技術センター 平成26年 1月14日 実地監査

木材利用技術センター 平成26年 3月14日 書面監査

商工観光労働部 産業振興課 平成26年 1月22日 実地監査

企業立地課 平成26年 1月29日 実地監査

オールみやざき営業課 平成26年 3月14日 書面監査

計量検定所 平成26年 3月14日 書面監査
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部 局 等 名 機 関 名 監査実施年月日 実施方法

商工観光労働部 工業技術センター 平成26年 2月 5日 実地監査

食品開発センター 平成26年 2月 5日 実地監査

産業技術専門校 平成26年 2月13日 実地監査

産業技術専門校高鍋校 平成26年 2月13日 実地監査

農政水産部 農政企画課 平成26年 1月23日 実地監査

地域農業推進課 平成26年 3月14日 書面監査

農村整備課 平成26年 1月28日 実地監査

水産政策課 平成26年 1月22日 実地監査

東臼杵農林振興局 平成26年 2月13日 実地監査

農業大学校 平成26年 1月15日 実地監査

宮崎家畜保健衛生所 平成26年 3月14日 書面監査

延岡家畜保健衛生所 平成26年 2月13日 実地監査

県土整備部 管理課 平成26年 3月14日 書面監査

用地対策課 平成26年 3月14日 書面監査

技術企画課 平成26年 3月14日 書面監査

道路建設課 平成26年 1月27日 実地監査

港湾課 平成26年 1月20日 実地監査

高速道対策局 平成26年 1月21日 実地監査

都城土木事務所 平成26年 2月17日 実地監査

高鍋土木事務所 平成26年 2月18日 実地監査

延岡土木事務所 平成26年 2月17日 実地監査

建設技術センター 平成26年 3月14日 書面監査

中部港湾事務所 平成26年 3月14日 書面監査
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部 局 等 名 機 関 名 監査実施年月日 実施方法

県土整備部 油津港湾事務所 平成26年 2月10日 実地監査

環境森林部・農政

水産部・県土整備 工事検査課 平成26年 2月18日 実地監査

部共管

会計管理局 会計課 平成26年 3月14日 書面監査

教育委員会 学校政策課 平成26年 3月14日 書面監査

特別支援教育室 平成26年 3月14日 書面監査

教職員課 平成26年 1月23日 実地監査

生涯学習課 平成26年 3月14日 書面監査

文化財課 平成26年 1月28日 実地監査

人権同和教育室 平成26年 3月14日 書面監査

中部教育事務所 平成25年12月18日 実地監査

南部教育事務所 平成26年 1月14日 実地監査

スポーツ指導センター 平成26年 3月14日 書面監査

教育研修センター 平成26年 2月12日 実地監査

図書館 平成26年 1月16日 実地監査

美術館 平成26年 2月14日 実地監査

西都原考古博物館 平成26年 3月14日 書面監査

宮崎大宮高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

宮崎工業高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

宮崎商業高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

宮崎海洋高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

宮崎北高等学校 平成25年12月18日 実地監査

本庄高等学校 平成26年 3月14日 書面監査
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部 局 等 名 機 関 名 監査実施年月日 実施方法

教育委員会 日南振徳高等高校 平成26年 2月 3日 実地監査

福島高等学校 平成26年 2月 3日 実地監査

都城農業高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

都城商業高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

都城工業高等学校 平成26年 2月12日 実地監査

都城西高等学校 平成26年 2月12日 実地監査

小林高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

小林秀峰高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

飯野高等学校 平成25年12月17日 実地監査

妻高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

西都商業高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

高鍋高等学校 平成26年 1月15日 実地監査

高鍋農業高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

都農高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

延岡青朋高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

延岡工業高等学校 平成26年 1月 9日 実地監査

延岡星雲高等学校 平成26年 1月 9日 実地監査

富島高等学校 平成26年 1月20日 実地監査

日向工業高等学校 平成26年 2月 3日 実地監査

日向高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

高千穂高等学校 平成26年 3月14日 書面監査

五ヶ瀬中等教育学校 平成26年 3月14日 書面監査

明星視覚支援学校 平成26年 2月 4日 実地監査
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部 局 等 名 機 関 名 監査実施年月日 実施方法

教育委員会 都城さくら聴覚支援学校 平成26年 1月 9日 実地監査

みやざき中央支援学校 平成26年 3月14日 書面監査

赤江まつばら支援学校 平成26年 3月14日 書面監査

みなみのかぜ支援学校 平成26年 3月14日 書面監査

日南くろしお支援学校 平成26年 3月14日 書面監査

都城きりしま支援学校 平成26年 3月14日 書面監査

都城きりしま支援学校小林校 平成26年 3月14日 書面監査

日向ひまわり支援学校 平成26年 3月14日 書面監査

清武せいりゅう支援学校 平成26年 1月 8日 実地監査

延岡しろやま支援学校 平成26年 1月30日 実地監査

延岡しろやま支援学校高千穂校 平成26年 1月30日 実地監査

公安委員会 日南警察署 平成26年 2月10日 実地監査

串間警察署 平成26年 3月14日 書面監査

都城警察署 平成26年 3月14日 書面監査

えびの警察署 平成25年12月24日 実地監査

高岡警察署 平成26年 3月14日 書面監査

西都警察署 平成26年 3月14日 書面監査

高鍋警察署 平成26年 2月 6日 実地監査

日向警察署 平成26年 2月 4日 実地監査

高千穂警察署 平成26年 2月12日 実地監査

監査事務局 監査事務局 平成26年 3月14日 書面監査

人事委員会 人事委員会事務局 平成26年 3月14日 書面監査

労働委員会 労働委員会事務局 平成26年 1月29日 実地監査
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第２ 県の機関を対象とした随時監査

１ 監査の概要

（１）監査の目的

不適正な事務処理の再発防止を図るとともに、適時・適切な事務処理を確保す

ることを目的として、随時監査を実施した。

（２）監査の実施方法

監査は、監査当日まで通知を行わない抜き打ちの方法により、県の２０機関に

ついて、平成２５年度における財務に関する事務の執行及びその他の事務の執行

を対象として実施した。

監 査 実 施 機 関 数
区 分

本 庁 出先機関等 計

知 事 部 局 ６ ７ １３

教 育 委 員 会 １ ４ ５

公 安 委 員 会 １ １

病 院 局 １ １

合 計 ７ １３ ２０

監査を実施した機関名及び監査実施年月日は、別表（１６ページ）に記載のと

おりである。

（３）監査の実施時期

平成２５年７月２３日から平成２６年２月６日まで

２ 監査の結果

監査の結果、６機関の６件について、是正又は改善を必要とする事項が認められ、

下記のとおり、指摘事項又は注意事項とした。

該当機関に対しては、監査結果に基づき、速やかに是正又は改善措置を講ずるよ

う文書で通知を行った。

件 数
指 摘 項 目

指摘事項 注意事項 要望事項 計

収 入 事 務 １ １

支 出 事 務 ２ ２

契 約 事 務

財産（物品を除く）の管理 １ １

物 品 の 管 理 １ １

そ の 他 １ １

合 計 １ ５ ６

指摘事項 …… 是正又は改善を必要とする事項のうち、特に重要な事項として文
書をもって指摘したもの

注意事項 …… 是正又は改善を必要とする事項のうち 「指摘事項」に至らない、
事項で、文書をもって注意を行ったもの

要望事項 …… 「指摘事項」及び「注意事項」に至らない事項で、文書をもって
要望したもの
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３ 指摘事項等の内容

指摘又は注意を行った事項（指摘事項等）の内容は、次のとおりである。

［ 福祉保健部 ］

(1) 都城保健所

【注意事項】

○ 旅費について、交通費の算出を誤り支給不足となっているものがあった。

善処を要する。

(2) 日向保健所

【注意事項】

○ 庁舎外で使用する備品について、備品使用簿に登記されていないものが

あった。

留意を要する。

［ 県土整備部 ］

(3) 日南土木事務所

【注意事項】

○ 屋外広告物の許可について、申請書の補正方法が適当でないものが散見

された。

留意を要する。

［ 教育委員会 ］

(4) スポーツ振興課

【注意事項】

○ 地産地消自動販売機に係る公募型財産貸付料について、調定額の算定を

誤り徴収不足となっているものがあった。

善処を要する。

(5) 小林高等学校

【注意事項】

○ 旅費について、宿泊料及び旅行雑費の誤りにより支給不足となっている

ものが見受けられた。

善処を要する。
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［ 病院局 ］

(6) 延岡病院

【指摘事項】

○ 行政財産の目的外使用許可について、使用許可期間の延長手続が行われ

ていないものがあった。

善処を要する。
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【別表】監査実施機関（県の機関の随時監査）

部 局 等 名 機 関 名 監査実施年月日

総合政策部 生活・協働・男女参画課 平成25年10月29日

総務部 税務課 平成25年12月20日

宮崎県税・総務事務所 平成25年11月 7日

福祉保健部 障害福祉課 平成26年 2月 6日

都城保健所 平成25年11月13日

日向保健所 平成25年11月12日

商工観光労働部 商工政策課 平成25年11月18日

農政水産部 農村計画課 平成25年11月 5日

西諸県農林振興局 平成25年10月29日

総合農業試験場 平成25年11月28日

県土整備部 管理課 平成25年11月12日

日南土木事務所 平成25年12月11日

西都土木事務所 平成25年10月24日

教育委員会 スポーツ振興課 平成25年11月 6日

北部教育事務所 平成25年11月13日

小林高等学校 平成25年 7月23日

妻高等学校 平成25年10月24日

みやざき中央支援学校 平成25年11月28日

公安委員会 都城警察署 平成25年11月13日

病院局 延岡病院 平成25年11月13日
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第３ 行政監査

１ 監査のテーマ

ホームページの管理運営について

２ 監査の目的

インターネットの普及に伴い、県の機関が開設したホームページは、県政に関する

様々な情報を県内外に発信する重要な手段となっている。

ホームページが利用者から有効活用されるようにするためには、掲載情報の更新を

はじめとする管理運営及びその管理運営に関する指導監督が適切に行われる必要があ

る。

、 、 、このため ホームページの活用状況 管理運営の状況及び指導監督の状況を把握し

検証することにより、県の広報、情報提供等の効率化に資することを目的とする。

３ 監査の概要

⑴ 監査の着眼点

① ホームページへのアクセスはどれくらいあるか。

② ホームページの管理運営に関する規程は整備されているか。

③ 情報掲載の手続は適切に行われているか。

④ 掲載情報の点検やチェックは適切に行われているか。

⑤ 掲載情報の更新は適切に行われているか。

⑥ ウェブサーバの管理は適切に行われているか。

⑦ 管理運営に関する指導監督は適切に行われているか。

⑵ 監査対象としたホームページ

県の機関が開設した下記のホームページを対象とする。（モバイルサイトを除

く ）。

① 宮崎県ホームページ（http://www.pref.miyazaki.lg.jp/）

② ①のホームページと同じ県共用ウェブサーバを利用して開設したホームペー

ジ（警察本部、県議会等、アドレスが「http://www.pref.miyazaki.lg.jp/

○○」のホームページ）

③ 県の機関が独自に開設したホームページ（アドレスが上記①②以外であるホ

ームページ）

※脚注 「モバイルサイト」…スマートフォンやタブレット端末での利用を対象として開設されたサイト。
「ウェブサーバ」 …ホームページでの画像等の表示や動作を行うために用いるプログラム、及びそのプログラ

ムが動作するためのサーバコンピューターの総称。
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⑶ 監査対象所属

平成２４年度末現在で、すべての所属に対し実施した事前調査の結果に基づき、

該当するホームページを管理運営している１３０所属とした。

なお、所属名は別表（４８ページ）に記載のとおりである。

(単位：所属、ＨＰ)【表１】 監査対象所属数（平成２４年度）

※ 各所属からの回答を、閲覧調査等の結果に基づいて整理した。
注１ 「会計管理局」は該当なし。また 「各種委員会等」には「議会事務局」を含む。） 、
注２ 「監査対象所属数」の中には、自所属開設のホームページではないが、宮崎県ホームページに情報掲載等）

を行っている３所属（フードビジネス推進課、情報政策課、中央福祉こどもセンター）を含んでいる。
注３ 「宮崎県ホームページ」は総合政策部の１ホームページとして計上している。）

⑷ 監査事項

① 関係法令等

② ホームページの現況、開設・利用状況

③ ホームページの管理運営に関する体制・事務

④ ホームページの管理運営に関する指導・監督体制

⑤ ホームページの開設・管理運営に係る指導・助言の仕組みについて

⑥ 規程・マニュアル等の整備状況

⑦ 統合

⑧ ホームページの表示等

⑨ ホームページ運営による収入の確保

⑩ 開設・運営に係る費用について

⑪ その他

うち県立中・

高等・支援学校

１２ １５

３ ３

１２ １３

５ ５

９ １４

１１ １３

５ ５

１ １

４ ４

６５ ７０ ５５

１ １

２ ２

１３０ １４６

部　局　名

(注１)

監査対象所属数

(注２)

開設ホームページ数

[平成25年3月31日現在]

(注３）

総 合 政 策 部

総 務 部

福 祉 保 健 部

環 境 森 林 部

商 工 観 光 労 働 部

農 政 水 産 部

県 土 整 備 部

企 業 局

病 院 局

教 育 委 員 会

警 察 本 部

各 種 委 員 会 等

合　　　計
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⑸ 監査の実施方法

① 事前調査

県の各所属・機関（以下「所属」という ）が開設しているホームページを把。

握するため、全所属に対して事前調査を実施した （回答数：２７８）。

② 閲覧調査

上記①の事前調査の結果により把握した各ホームページについて、事務局職員

の閲覧による調査を行った。

③ 書面調査

上記①・②のうち、ホームページの特徴や利用状況等を踏まえて５９の所属を

選定し、書面による調査を行った。

④ 実地調査

上記③の調査結果から、管理運営の状況やホームページの開設数等を踏まえて

２５の所属を選定し、実査を行った。

⑤ 委員監査

ホームページ全体の指導監督を所管する２所属について、委員による監査を行

った。

⑹ 監査の実施時期

平成２５年７月から平成２６年１月まで

⑺ ホームページの分類

ホームページは、管理者が異なるページであっても相互リンクバナー等により繋

がっており、どこまでが一体のホームページなのか、外見上の判断が難しい。

また、管理についても、一所属のみによるものと複数所属が関わるものなど多様

な状況がある。

このため、今回の監査に当たっては、県の所属が開設したホームページ（モバイ

ルサイトを除く）を下記のとおり分類して調査を行った。

① 各所属が独自に開設し管理運営しているホームページ

② 宮崎県ホームページのうち、各所属が秘書広報課の承認を得て掲載し、情報

の管理を行っているページ

本報告書では、①のホームページを「独立系ホームページ 、②のホームペー」

ジを「従属系ホームページ」と呼称することとし、主に独立系ホームページにつ

いて記述する。
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表２】 本県におけるホームページの体系【

１ 独立系ホームページと従属系ホームページとの違い

⑴ 独立系ホームページ

・ 各所属・機関が独自に開設している。

・ ホームページへの掲載等に使用されているソフトウェアは多様である。

・ ウェブサーバは県共用ウェブサーバの他、県の他のウェブサーバや民間サーバ

も多い。

独立系ホームページ

↓ ↓

○○ホームページトップページ

××ホームページトップページページ

ページ

ページ ページ

※ 他の独立系ホームページとはリンクでつながっている。

⑵ 従属系ホームページ（宮崎県ホームページの一部）

・ 全体の管理運営は秘書広報課である。

（ハードウェア（ウェブサーバ）、セキュリティ等の管理は情報政策課）

・ ホームページを作成（情報掲載）した所属が各ページを管理している。

・ ホームページへの掲載には主に秘書広報課が提供するＣＭＳが使用されている。

。・ ウェブサーバは県共用ウェブサーバである

宮崎県ホームページトップページ

従属系ホームページ

独立系↓ ↓

ホームページ

↓

Ａ所属 B所属 Ｃ所属

ページ ページ ページ

ページ ページ

ページ ページ ページ

※ 従属系ホームページと独立系ホームページはリンクで繋がっている別のホームページであるが、利用上は
一連のものとして見える場合も多い。

※脚注 「ＣＭＳ」…コンテンツマネージメントシステム。専門的な知識がなくても、比較的容易にホームページの作成
や情報管理ができるシステム。
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２ 県のホームページの体系

⑴ 宮崎県ホームページ

宮崎県ホームページトップページ

従属系ホームページ

↓ ↓

Ａ所属 B所属 Ｃ所属

ページ ページ ページ

ページ ページ

ページ ページ ページ

ページ ページ ページ

⑵ 教育ネットひむか（教育庁）ホームページ

教育ネットひむかホームページトップページ

各県立学校等のホームページ

↓ ↓

Ａ学校 B学校 Ｃ機関

ページ ページ ページ

ページ ページ

ページ ページ ページ

ページ ページ ページ

※ 警察本部と企業局は、それぞれホームページを一本化して開設している。
病院局は、経営管理課と各県立病院がそれぞれ１ホームページを開設している。
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表３】 独立系ホームページと従属系ホームページの違い【

独立系ホームページ 従属系ホームページ

概要・特色 ・多様な目的に応じて様々 ・専門的な知識がなくて

なシステム構築や表現方 も、決められた入力手

法ができる。 順操作により、比較的

容易にホームページが

作成できる。

・デザイン、フォーマッ

トは基本的に統一。

操作性 ・使用しているシステムや ・統一されている。

ソフトウェアによって差 ・手順書や研修を受講す

がある。 る程度で操作が可能で

・個別に操作方法を学習す ある。

る必要がある他、専門業

者に委託が必要な場合も

ある。

汎用性（自由度） ・自由度が高い。 ・自由度が制限される。

統一性 ・独立系ホームページ間で ・従属系ホームページ間

の統一性は見られない。 では統一性が高い。

ソフトウェア管理 ・基本的に各所属で管理す ・秘書広報課及び情報政

ハードウェア管理 る。 策課で集中管理する。

掲載手続 ・ウェブサーバを管理して ・各所属が秘書広報課へ

いる所属は各所属で掲載 申請し、承認を得て掲

する。 載する。

・県共用ウェブサーバを利

用している所属は、秘書

広報課に依頼して掲載す

る。

経 費 ・ホームページの作成も含 ・ハードウェアとソフト

め、維持管理等の経費は ウェアは秘書広報課及

基本的に開設した所属が び情報政策課が費用負

それぞれ負担する。 担している。

・ウェブサーバを所属で確

保する場合は、その維持

管理経費も負担する。
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４ 監査の結果

⑴ 関係法令等

ホームページに関係する法令等は、次のとおりである。

① 国（法令）

「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法 （ＩＴ基本法）」

「障害者基本法」 等

② 国（その他）

「みんなの公共サイト運用モデル」

「電子政府ユーザビリティガイドライン」 等

③ 県（条例及び規則）

なし

（ホームページ掲載情報も「公文書」に該当するため、一般的な文書管理の規

程は適用される ）。

④ 県（その他）

「文書取扱規程」

「県教育庁等文書取扱規程」

「宮崎県電子行政推進指針」

「宮崎県情報セキュリティポリシー」

「宮崎県立学校情報セキュリティポリシー」

「ホームページ作成のためのガイドライン」

「宮崎県ホームページバリアフリー化のための手引書」

「宮崎県広報広聴事務取扱規程」

「宮崎県戦略的広報・広聴活動に関する方針」

「宮崎県職員のための広報マニュアル」

「宮崎県ＩＣＴ業務継続計画」

「県ホームページ情報掲載システム利用者マニュアル」

「ＩＴ調達の手引き」

「宮崎県教育情報通信ネットワーク（教育ネットひむか）運用要綱」

等
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⑵ ホームページの現況、開設・利用状況

ア 開設状況・体系

本県のホームページを上述した「独立系ホームページ」と「従属系ホームペー

ジ」の２種類に区分した。

以下、それぞれについて状況を述べる。

(ｱ) 開設状況

○ 独立系ホームページは、１２７所属、１４６ホームページが開設されてい

る。

ホームページの目的等が異なることを踏まえると、県民への情報提供にお

いて、ある程度十分な数の整備が図られているものと考えられる。

○ 開設方法は、県の共用ウェブサーバを利用しているケースの他、独自に確

保（独自整備・業者委託等）しているケースもある。

また、使用しているソフトウェアについても様々となっている。

○ 従属系ホームページは、県庁ＬＡＮに接続されている所属（外局を含む）

はすべて利用できる体制となっており、本庁各課ではほぼすべての所属で利

用されているものの、出先機関では一部の機関のみが利用している状況にあ

る。

○ 開設方法は、従属系ホームページは宮崎県ホームページの一部であるた

め、県共用ウェブサーバを利用しており、ソフトウェアについても共通とな

っている。

(ｲ) 体系

○ 独立系ホームページの多くは、基本的に各所属が独立して開設・管理・運

、 。営しているものがほとんどであり 体系化がなされているとはいえなかった

○ なお、それらのホームページと宮崎県ホームページとは、主にリンク設定

により連携しているが、多くは相互リンクが設定されているものの、中には

一方向のみのリンク設定やリンク設定をしていないものも見受けられた。

○ 従属系ホームページは宮崎県ホームページの一部であるため、宮崎県ホー

ムページとして体系化が図られている。

○ 教育庁の県立学校等については「教育ネットひむか」ネットワークへの参

、 。加が前提となっており 同ホームページを中心とした体系化がなされている
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○ 企業局及び警察本部については、各部局内のホームページ自体を一本化し

ている。

○ 病院局は経営管理課の他、各県立病院がそれぞれ開設している。

【表４】 宮崎県ホームページと各開設ホームページとのリンク設定状況

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

１５ 10.4％① 宮崎県ホームページの一部となっている

５４ 37.2％② 宮崎県ホームページとの相互リンクを設定

１７ 11.7％③ 宮崎県ホームページから開設ホームページへのリンクのみ設定

１１ 7.6％④ 開設ホームページから宮崎県ホームページへのリンクのみ設定

４８ 33.1％⑤ 開設ホームページと宮崎県ホームページのリンク設定なし

※ ホームページの廃止により、回答データが得られなかった１所属（１ホームページ）については、集計から
除いている （以下、各表について同じ ）。 。

イ 内容

○ 県のホームページは、開設目的やその性格により、一般県民対象のものや特

定の者を対象としているものなど様々であった。

所属・機関の業務内容や施策・事業の紹介等を含め、対外的な情報発信・情

報提供が主となっているが、電子申請や電子入札など具体的な利用のツールと

して活用しているものもあった。

○ 情報提供は、県から発信するものがほとんどであるが、中には、許可を得た

外部の代表者等により作成された情報を掲載しているものもあった。

また、外部リンクが設定され、間接的に外部情報を提供している場合もあっ

た。

多くは記事・資料を掲載するものであるが、中には、写真・イラストを使用

して利用者により分かりやすくしているものや、動画サイトによる動画配信な

ど、より視覚的な効果を図っているものもあった。

また、一方では、機械的に数値データのみを提供しているだけのものもあっ

た。

○ 独立系ホームページは各所属のそれぞれの工夫が凝らされており、独自の特

色を持っているため、これが魅力となっている反面、県開設のホームページ全

体としての統一感や一体感は低く、県全体の広報（ＰＲ）媒体としては十分活

用されていないように見受けられた。

○ 従属系ホームページはそもそもＣＭＳによるため、基本的なデザインやフォ

。 、ーマットが統一されている その一方で表現・掲載方法については制約があり

個々の個性を発揮することが難しい状況となっている。

このようなことから、予算の制約等もあるが、宮崎県のホームページとして最

低限度必要とされる記載事項や表示を統一すること、各々のホームページを可能

な範囲で県全体の広報媒体として活用していくことが望まれる。
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【表５】 ホームページの主な内容（複数回答）

〔事前調査：ＨＰ別〕

内 容 回答数

① 所属（機関・学校）の概要・紹介 １０５

② 所属（機関・学校）以外の機関の概要・紹介 ２８

③ 所属で実施している事業の概要・紹介 １２０

④ 所属以外が実施している事業の概要・紹介 ２７

⑤ 行事・催事 １１３

⑥ 記者発表事項 ２１

⑦ 調査・研究の結果 ４６

⑧ 統計資料 ５１

⑨ その他、閲覧対象者への情報 ８３

⑩ 入札・発注・募集（意見募集は除く） ２９

⑪ ⑩以外の事業・業務を実施する上での公告・連絡事項 ２０

⑫ 電子申請（⑩以外のもの） １５

⑬ パブリック・コメント、意見募集 １４

⑭ あいさつ、所感、ブログ等 ６３

⑮ その他 ３２

【表６】 ホームページの閲覧対象（複数回答）

〔事前調査：ＨＰ別〕

内 容 回答数

① 一般県民（不特定多数の者） １３８

② 特定関係者等 ６３

③ 業者等 １９

④ その他 １４
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ウ 利用状況

ホームページの利用状況については、次のとおりである。

【表７】 宮崎県ホームページの利用（アクセス件数）の推移

〔秘書広報課資料：件〕

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

30,458,760 29,003,961 39,311,258 26,858,000 25,742,080総アクセス数

対前年比 － △4.8％ ＋35.5％ △31.7％ △4.2％（ ）

ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ数 3,592,916 3,368,733 5,365,287 3,702,416 3,316,429

対前年比 － △6.2％ ＋59.3％ △31.0％ △10.4％（ ）

。※ 平成２２年度は、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ、霧島山（新燃岳）の噴火が発生した

【表８】 宮崎県ホームページにおける電子申請利用状況の推移

〔情報政策課資料：件〕

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

86,684 82,011 89,177 78,788 77,125総申請件数

21,441 24,057 30,186 27,569 28,497うち電子申請

24.7% 29.3% 33.8% 35.0% 36.9%利用率

【表９】 ホームページアクセス件数の把握状況

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

８７ 60.0％① アクセス件数を把握している

５８ 40.0％② アクセス件数を把握していない

※ ただし、把握している場合でも、計測方法・期間等がそれぞれ異なることから、比較対照は困
難である。

【表10】 アクセス件数を把握していない理由

〔書面調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

１１ 39.3％① アクセス件数を把握する方法がない

１ 3.6％② 把握する方法はあるが、実施に問題・難点があり未把握

４ 14.3％③ 把握しようという意識がなかった（必要性を感じなかった）

８ 28.5％④ その他の理由

４ 14.3％⑤ 特に理由はない
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○ ホームページの利用については、各家庭や職場等でのパソコン・インターネ

ット及び近年におけるスマートフォン等の普及に伴い、容易に閲覧利用できる

環境が整ってきている。

また、閲覧利用だけでなく、電子申請など具体的なツールとしての利用も図

られてきている。

○ ただし、今回の調査において、独立系の各ホームページにおいては、自らの

ホームページのアクセス状況を把握する手段を講じていないもの、あるいは手

段はあるもののアクセス状況の把握を行っていないものが多く見られた。

また、把握している場合であっても、その頻度や把握している範囲は様々で

あった。

このため、利用状況については、十分に把握されているとは言いがたい状況

にある。

○ アクセス数を把握する方法としては、カウント機能の設定等により容易に確

認できるもの、アクセス記録そのものを数えないといけないため作業を要する

ものなど様々となっている。

○ ホームページにカウント機能を設けていないことについては、予算の制約や

技術上の問題を理由としている例もあったが、機能を設けていても活用してい

ない例もあることを踏まえると、開設所属における利用状況の把握や、効果の

検証に対する意識が低いことも一因として考えられる。

このようなことから、ホームページの利用状況を踏まえた効果検証は必要不可

欠であり、アクセス数などの利用状況を把握するとともに、利用者からの意見を

フィードバックする仕組みづくりが必要である。
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エ 更新（削除・整理）状況

○ ホームページの更新の頻度については、月に数回以上何らかの更新を行って

いるとの回答が過半数を占めた。

ただし、上記更新の中には通常のホームページの内容変更の他、ブログ形式

による行事予定の掲載など、軽易なものも含んでいる。

○ 一方で、ほとんど更新がないものや、中には一年以上更新していないホーム

ページも見られた。

「 」 、更新していない理由としては 更新掲載すべき情報がなかった が一番多く

次いで「担当職員が掲載システムに習熟していないなど内部手続等の問題」で

あった。

○ また、掲載した情報の適切な削除・整理については、独立系ホームページに

対する閲覧調査において、明らかに古いと思われる情報がそのまま掲載されて

いる例が散見された。

特に、所属自らが開設したホームページ自体の存在を認識していなかった事

例もあった。

○ 従属系ホームページについては、各ページの削除や整理を掲載所属が行うこ

ととなる。秘書広報課からは、古い情報を削除するよう要請通知が複数回出さ

れており、平成２４年度には１万ページ以上の削除を行ったとのことであった

が、その上でも、今回の閲覧調査において、古い情報を掲載している例が見ら

れた。

○ また、ホームページの中には、更新日の掲示等がないため、そもそもいつ時

点の情報であるかが明確でないケースも見られた。

このことが、適期の更新（整理）を適切に行なえていない一因となっている

と考えられる。

更新の要否はそもそも開設者・掲載者が判断すべきものであり、ホームページ

によっては、内容変更の必要性が少ないものもある。

しかしながら、ホームページの活用を促進するためには、最新の情報をよりス

ピーディーに提供することが重要であることや、利用者のニーズも時代とともに

変わっていくものであることから、積極的な更新に取り組む必要がある。

また、古い情報をそのまま掲載しておくことは、閲覧者に対して誤った情報を

提供するおそれがあることから、適切に整理することが必要である。

そのためにも、更新日の表示や掲載情報の管理は重要である。
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【表11】 ホームページの最新更新日の把握状況

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

１３５ 93.1％① 最新更新日を把握している

） １ 0.7％② 更新日なし（自動更新

９ 6.2％③ 最新更新日が不明・未把握

※ 上記における把握とは、開設所属として更新日を把握しているかどうかであり、ホームペー
ジ上の更新日の表示の有無とは一致しない。

【表12】 ホームページの更新の頻度

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

３１ 21.4％① 月に１０回以上

５９ 40.7％② 月に数回程度

２０ 13.8％③ 月１回程度

２２ 15.2％④ 年に数回程度

１３ 8.9％⑤ ほとんどない（年に０回～２回）

※ 上記更新の中には通常のホームページの内容変更の他、ブログ形式による行事予定の掲載
など、軽易なものも含んでいる。

【表13】 表12において、更新の頻度が 「④ 年に数回程度 「⑤ ほとんど、 」、

ない」である場合の更新を行わなかった主な理由

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

① 更新掲載すべき情報がなかった １８ 51.4％

② 更新できない事情があった ３ 8.6％

③ 担当職員が掲載システムに習熟していない等内部手続等の問題 ６ 17.1％

④ 特に理由はない １ 2.9％

⑤ その他 20.0％７

オ 見直し・改善状況

開設後に、検索機能の拡充やスマートフォンからの閲覧を可能にするなど、見

、 。直し改善を行っているホームページも見られるが 開設時のままのものもあった

また、直近３年間において、改善等が行われていない例も見受けられた。
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カ 目標設定及びその達成状況

ホームページの開設目的に対して、具体的な達成目標（数値的な目標）を設定

しているものはほとんどなかった。

ホームページの開設効果の検証についても、例えばアクセス件数の把握は前述

のような状況であり、事業等への反映などによる効果を考慮したとしても、十分

に検討されているとは言いがたい。

そのため 「ホームページを開設する」ことに重点が置かれているように見受、

けられた。

このことから、ホームページの開設目的や性格にもよるが、開設したことで満

足しないよう、具体的目標を設定し、効果検証を行い、さらなる見直し・改善に

努めていくことが求められる。

⑶ ホームページの管理運営に関する体制・事務

ア 職員配置・人員

更新を担当もしくは管理する職員を配置しているホームページは８５．３％

（書面調査）であった。

なお、担当職員を置いていないホームページでは、掲載情報等に関する業務担

当者がその都度、それぞれ掲載・更新等を行っている事例が多く見られた。

イ 各所属における管理体制

○ 責任者

所属によっては、担当者とは別に総括責任者を置いていた。

（担当課長、担当リーダーなど）

○ 内部手続

情報掲載(更新)前の内部手続について、次のように決裁手続等を行っていな

い所属があった。

・ 軽易なものであるとして決裁権者の決裁を不要とし、担当者が直接、

掲載している例

・ 決裁形式はとらず、掲載内容を決裁権者等にメール送信することで決裁

手続に代えている例

・ あらかじめ許可を得た外部の代表者等が直接ページに情報を書き込む形

式のため、事前確認等ができない例

・ 更新後のホームページにおける更新情報の掲載状況確認について、担当

者による確認に任されている例



- 32 -

ホームページ掲載情報も県が作成・入手した「公文書」であること、また、

外部の第三者からすると、県が提供する情報として当然受け取られることから、

通常の文書と同様に、何らかの内部決裁や確認手続は必要である。

やむを得ず事後の手続となる場合であっても、速やかに内容確認や手続等を行

ことが必要である。

ウ 日常管理

更新以外のいわゆる日常管理に関する担当職員を配置しているホームページは

８０．０％（書面調査）であった。

更新時に併せてホームページの現況確認を行っているという所属も複数あった

が、過去の掲載情報が未整理（未削除）となっている事例の他、リンク切れが生

じているホームページも見受けられたことからすると、十分に管理がなされてい

るとは言いがたい状況であった。

全国ではホームページが外部から改ざんされる事件が発生し、また、本県にお

いても不正アクセスの被害が発生したことからすると、セキュリティ保持や不正

アクセスの早期発見の観点からも、更新等がない場合であっても、定期的な確認

等を行うことは重要である。

エ 事務分掌

事務分掌に何らかの形でホームページに関する担当者を明記しているホームペ

ージは６１．３％（書面調査）であった。

各担当者がそれぞれの更新や管理を行うだけでは、全体的な管理の視点や責任

の所在が不明確になるおそれがあることから、ホームページ全体を統括する責任

者、及び管理担当者を決め事務分掌表に明記することが望ましい。

オ セキュリティ対策

いわゆる「セキュリティポリシー」に関しては、ほとんどの所属が認識してい

た。

また、管理権限に係るアクセスについては、ログイン・パスワードの設定など

により、セキュリティ対策がなされていた。

ただし、一つのログイン・パスワードを所属や複数の担当者が共有している例

が見られた。
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⑷ ホームページの管理運営に関する指導・監督体制

ア 指導・監督を所管する所属

、 （ 「 」県のホームページについて 指導・監督を所管する所属 以下 指導監督部署

という ）は以下のとおりである。。

(ｱ) 知事部局

ａ 独立系ホームページ

○ ホームページ一般についての助言・指導（操作技術関係は除く ）。

・・・ 秘書広報課（広報戦略室）

○ ハードウェア（ウェブサーバ 、セキュリティ等についての助言・指導）

・・・ 情報政策課
ｂ 従属系ホームページ

○ ホームページ一般についての指導監督等

・・・ 秘書広報課（広報戦略室）

○ ハードウェア（ウェブサーバ 、セキュリティ等についての指導監督等）

・・・ 情報政策課

(ｲ) 教育庁

○ ホームページ全般についての指導監督等

（対象はすべての教育機関と教育機関以外の教育庁所属・機関の一部）

・・・ 教育研修センター

※ 独立系ホームページは開設所属の責任において管理運営されている。

※ 企業局及び警察本部は、各部局でホームページを一本化している。

病院局は、経営管理課及び各県立病院がそれぞれ管理している。

イ 現況の把握について

(ｱ) 知事部局（秘書広報課・情報政策課）

秘書広報課及び情報政策課は、県の所属が開設しているホームページについ

て概ね把握していたが、未把握のものも見受けられた。

これは、ホームページの開設がその時々の必要性に応じ、基本的に個別に進

められてきたことや、ホームページを開設した際の届出制度など、ホームペー

ジを確実に把握するための仕組みがないことが一因と考えられる。

ただし、現在では「ＩＴ調達の手引き」に基づき、ホームページ開設（機器

導入）等事業費１００万円以上の案件については、情報政策課への事前協議が

義務付けられているため、その時点で開設情報を把握しており、その情報につ

いては秘書広報課も共有している。

その他、県共用ウェブサーバの利用や宮崎県ホームページにリンク設定する

際に、情報を入手している。
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(ｲ) 教育庁（教育研修センター）

教育機関（県立学校等）については、教育庁共用ウェブサーバの使用と「教

育ネットひむか」への参加を前提としているため、必ず各学校等からは事前協

議があることから、すべてのホームページを把握している状況にある。

ただし、教育庁本課や図書館など教育機関以外については、基本的に情報の

把握は、共用ウェブサーバの利用や「教育ネットひむか」に参加する場合に限

られている。

ウ 指導監督の状況

(ｱ) 知事部局（秘書広報課・情報政策課）

独立系ホームページに関しては、

・ 「ホームページ作成のためのガイドライン （秘書広報課）」

・ 「宮崎県情報セキュリティポリシー （情報政策課）」

などを示しており、各開設所属に対して一定の指導は行なわれている。

さらに、秘書広報課では 「一般広報研修 （広報全般に係る研修）やＣＭ、 」

Ｓに関する研修を通じてホームページの効果的な作成方法や著作権の取扱い等

について周知に努めている他 「ホームページ作成のためのガイドライン」等、

に基づいた相談に応じている。

事業費１００万円以上のホームページの開設等に関しては情報政策課に対し

事前協議を行うこととなっており、調達の際の指導がなされている。

従属系ホームページについては 「ホームページヘルプデスク （秘書広報、 」

課）を設け、掲載手続時にアクセシビリティや体裁の確認を行っている。

ただし、掲載内容については、基本的に所属の責任となっている。

(ｲ) 教育庁（教育研修センター）

「宮崎県情報通信ネットワーク（教育ネットひむか）運用要綱」や細則規程

等の他、各学校のホームページ担当者を対象とした研修会を開催しており、管

理運営実務の他、ホームページの効果的な作成方法や著作権の取扱いなどを総

合的に指導している。

エ 研修について

それぞれの目的や用途に応じた研修が実施されている。

秘書広報課： ＣＭＳに関する研修

一般広報研修（広報全般に係る研修）

情報政策課： 情報セキュリティに関する研修

教育研修センター： ＣＭＳを含めた包括的な研修

※脚注 「アクセシビリティ」…ホームページの見やすさ、使いやすさ。高齢者や障がい者を含め、多くの人に利用でき
ること。
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⑸ ホームページの開設・管理運営に係る指導・助言の仕組みについて

ア 知事部局

ホームページの開設、及びその後の管理運営に関する相談等については、相談

があった際には対応されてはいるものの、事業費１００万円以上の調達に係る情

報政策課との事前協議以外には、協議のルールや相談窓口等の仕組みは明確には

設定されていない。

一方、調査の過程において、ホームページ開設所属の中からは 「どこに相談、

してよいか分からない」などの声も聞かれた。

なお、従属系ホームページについては、手続上、秘書広報課の承認を受けて掲

載されることとなっている。

イ 教育庁

新規開設時からの関与や研修実施などを通じて、指導監督部署として「教育研

修センター」が関与しており、相談窓口としても対応している。

このようなことから、知事部局においては、現在の手引書等の提示に加えて、

秘書広報課及び情報政策課が指導監督する部署として、ホームページ開設時から

必ず関与できる（少なくとも開設情報については必ず把握できる）環境を整備し、

相談窓口としての機能強化を図ることが必要である。

⑹ 規程・マニュアル等の整備状況

ホームページの６割について、管理運営のための規程がなかった。

マニュアルについても、４割程度の整備状況であり、またその中には、いわゆる

、 。システムの操作マニュアルはあるが 管理運営等のマニュアルがない例も見られた

管理運営のための規程がある場合であっても、全体的なものではなく、担当者・

責任者、セキュリティに関する事項など部分的な内容のものが多かった。

結果として、運用が担当者任せになっている傾向が見られる。
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【表14】 管理運営に関する具体的な手続や取扱いを定めた規程の整備状況

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

３７ 25.5％① 自所属で定めた規程がある

１１ 7.6％② 他所属等で定めた規程がある（準用を含む）

０ －③ 国の規程に準拠している

８７ 60.0％④ 規程はない

１０ 6.9％⑤ その他

【表15】 管理運営業務に携わる職員が業務を行うためのマニュアルの整備状況

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

５１ 35.2％① 管理運営のための具体的なマニュアルがある

９４ 64.8％② マニュアルはない（ ）担当者間の事務引継で対応している場合を含む

このことから、継続的に適切な管理を行う観点からも、各所属は基本的な管理に

関する規程もしくはマニュアルを整備することが必要である。

ただし、県の各所属が開設しているホームページは多種多様であることから、画

一的・統一的な規定にしてしまうと運用を難しくする可能性もあるため、指導監督

部署においては、ガイドラインなど弾力的で実務に沿ったものを示されることが適

当と思われる。

また、各開設所属は示されたガイドライン等に基づき、規程等の整備や管理運営

を責任を持って行い、事前協議や相談等において指導監督部署に過重な負担が生ず

ることのないような配慮が必要である。
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⑺ 統合

ア 各指導監督部署の考え方

(ｱ) 秘書広報課

○ ホームページは、各所属が個別にその目的・性質や宮崎県ホームページに

よる代替可能性、経費等を総合的に検討した上で開設の判断がなされている

ものであるため、統合についても、各所属が責任を持ってその効果検証や運

用状況、取り巻く環境・ニーズの変化等を捉えて廃止・統合を検討すべきも

のと考えている。

(ｲ) 情報政策課

○ 他のホームページ（ウェブサーバ）を統合した場合と統合しない場合によ

る費用の他、地域産業への影響や分散することのメリット（リスク分散等）

も考慮し、方向性を整理したいと考えている。

(ｳ) 教育研修センター

○ 必要な統合は、基本的に図られていると考えている。

※ 企業局及び警察本部については、各部局内のホームページ自体を既に一本化

している。

また、病院局は経営管理課の他、各県立病院のみの開設であり、ホームペー

ジ自体が少ない。

イ 統合への検討状況

(ｱ) 秘書広報課

宮崎県ホームページの仕様や要件を満たすのであれば、他のホームページと

の統合は可能であり、相談・協議等には適宜対応している。

(ｲ) 情報政策課

平成２６年度から、統合した場合と現状維持した場合の費用比較やメリット

・デメリットを掘り下げて検討することとしている。
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その他の開設所属（知事部局）では、宮崎県ホームページとの統合について検

討自体をしていないところが多くあった。

〔主な理由〕

・ 宮崎県ホームページでは技術的な制約が多く、目的が達成できない。

・ 既にホームページデザイン等を構築し運営しており、統合の必要性を感

じない。

ウ 統合への課題

(ｱ) 秘書広報課・情報政策課

・ 既定の言語やシステムに合わせる必要がある。

・ 宮崎県ホームページのソフトウェアでは対応できないものがある。

(ｲ) 各独立系ホームページ開設所属（知事部局）

・ 現行のホームページのままで使用したい。

・ 統合すると、掲載手続などが自所属のみではできなくなり不便になる。

・ 移行する際のシステム改修等、予算の確保が必要となる。

独立系ホームページが数多く開設されており、費用の面からは統合した方がよ

り効率的ではないかと思われるが、開設目的や開設経緯、技術的な制約、また分

散することによるメリット（リスク分散）等を考え合わせると、統合は難しい面

もある。

⑻ ホームページの表示等

ア 表題

利用者側の実態としては、まずトップページに入り、そこから必要な情報を探

すのではなく、検索エンジン等を使用して必要な情報名そのもので検索し、直接

必要な情報のあるペ－ジへ行くことが多く見られる。

このことから、ホームページに情報の掲載を行うに当たっては、利用者ニーズ

を考慮し、検索において上位でヒットするような記事のタイトルを設定すること

が望ましい。

イ 県の所属・機関としての表示

県開設のホームページであるにも関わらず、県の所属・機関名がホームページ

上に掲載されていないため、県のページかどうかが分からないページがあった。

また、県の所属・機関名が掲載されている場合であっても、連絡先等が掲載さ

れていないものもあった。

※脚注 「検索エンジン」…インターネット上の情報を検索する機能を有したホームページやプログラム。
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【表16】 ホームページ上での宮崎県の所属が管理運営していることの表示

〔書面調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

５３ 70.7％① すべてのページで表示

１９ 25.3％② トップページのみ、または一部のページにのみ表示

３ 4.0％③ 表示していない

【表17】 ホームページにおける問い合わせ先（連絡先）の表示

〔書面調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

１３ 17.3％① 管理機関・所属名及び問い合わせ先を表示（ ）書込専用フォーム有

３４ 45.4％② 管理機関・所属名及び問い合わせ先を表示（ ）メールアドレス表示有

２２ 29.3％③ 管理機関・所属名及び問い合わせ先を表示（ ）メールアドレス表示無

３ 4.0％④ 管理機関・所属名あり、問い合わせ先表示なし

３ 4.0％⑤ 管理機関・所属名及び問い合わせ先なし

０ －⑥ その他

ホームページの独自性を尊重することは大切であるが、最低限、県の所属・機

関が開設したホームページとして備えておくべき表示などについては、その基準

（ガイドライン等）を整理し、各開設所属へ指導を行うことにより、統一を図る

ことが必要である。

ウ 著作権

各ホームページ開設所属において、著作権（他者の著作物・県の著作物）に対

する認識や、掲載に当たっての手続について、意識の低い面が見られた。

なお 秘書広報課では ガイドラインにおいて注意を促しているとともに 一、 、 、「

般広報研修 （広報全般に係る研修）やＣＭＳに関する研修を通じて著作権の取」

扱いについて周知に努めている。

また、教育研修センターでは、ホームページ担当者への研修の際、著作権に関

する内容を盛り込むことで認識の向上を図っている。

著作権に関する手続や、著作物であることの表示（ copyright by」等）の徹「

底など、一層 「著作権」に関する意識の徹底に努めることが必要である。、
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エ アクセシビリティ・ユーザビリティ

アクセシビリティ・ユーザビリティへの取組に関しては、県自らが示したガイ

ドラインとして 「ホームページ作成のためのガイドライン （秘書広報課）や、 」

「宮崎県ホームページバリアフリー化のための手引書 （障害福祉課）が制定さ」

れている。

調査したところ、各所属によって取組についての温度差があるように見受けら

れた。

・ ホームページ作成等に係る仕様書に上記手引書を明記し、条件として盛

り込んでいる例

・ 上記手引書自体の明記等はないが、ホームページ自体には、機能の設定

などアクセシビリティ・ユーザビリティに関する配慮が見られる例

・ 配慮が十分ではないと見られる例

【表18】 ホームページにおけるアクセシビリティ取組状況（複数回答）

〔書面調査：ＨＰ別〕

内 容 回答数

① ホームページのタイトルに、そのホームページの内容が識別 ４８

できるタイトルを付けている

② 画像にはテキストなどの代替情報を提供している １５

③ 文字は拡大することができる ２８

④ 読み上げ機能（ソフトウェア）がある ２

⑤ その他 ８

【表19】 ホームページにおけるユーザビリティ取組状況（複数回答）

〔書面調査：ＨＰ別〕

内 容 回答数

① デザインや操作方法を統一している ４８

② 見てすぐ分かるような画面、操作手順にしている ５１

③ 専門用語を使用せず、分かりやすい表現を使用するようにし ３７

ている

④ すべてのページからトップページに戻れるようになっている ５４

⑤ その他 ２

また、実地調査時に担当者へ確認したところ、上記手引書の存在を認識してい

ない所属も多く見られた。

利用者の利便性の向上やより多くの利用を促進するためにも、さらなるアクセ

シビリティ・ユーザビリティの向上への取組が求められる。

。※脚注 「ユーザビリティ」 …コンピュータやソフトウェア、機械製品の使いやすさ、使い勝手のこと
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⑼ ホームページ運営による収入の確保

ア バナー広告の導入状況

平成２４年度において、バナー広告による収入実績があるのは２所属（秘書広

報課・建築住宅課）のみである。

なお、平成２４年度のバナー広告による収入額は、3,749,625円であった。

イ 検討の有無・未導入の理由

導入していない所属のほとんどが検討自体を行っていなかった。

バナー広告を検討していない主な理由としては、以下のとおりである。

・ ホームページの目的や性格上、なじまないと考えている。

・ 広告募集を行ったとしても、掲載希望がないと考えている。

・ バナー広告設置を導入するという認識がなかった。

ホームページの開設目的や性格上、バナー広告等の導入が難しい場合も多いと

思われるが、厳しい県財政の状況から、収入の確保やその方策を探ることは重要

であり、バナー広告を行うためのノウハウの共有や手続の明確化、さらに、各所

属におけるバナー広告導入に向けての検討は行う必要があると思われる。

⑽ 開設・運営に係る費用について

ア 費用

各ホームページでは、開設・維持に係る費用に大きな差が見られた。

しかしながら、ホームページの規模や付加機能、使用ウェブサーバ、画像・デ

ザイン等、それぞれの環境が多種多様であるため、単純な比較はできない。

ただし、事業費１００万円以上の調達の場合には情報政策課による事前協議が

行われ、当初導入から開設後の維持管理を含め検討がなされており、一定の費用

の縮減は図られているものと考えられる。

また、知事部局・教育庁各共用ウェブサーバ間での使用回線の共用化など、費

用の縮減や効率化への努力も認められる。
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【表20】 ホームページ開設の形態

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

３３ 22.7％① 県共用ウェブサーバにて開設

６１ 42.1％② 県共用ウェブサーバ以外の県のウェブサーバにて開設

４２ 29.0％③ 県以外の者が保有・設置しているウェブサーバを利用する形で

開設

９ 6.2％④ その他

※ 「県共用ウェブサーバ以外の県のウェブサーバにて開設」の中には、教育庁の共用ウェブサ

ーバによる開設を含んでいる。

【表21】 ホームページに関する支出の有無

〔事前調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

６５ 44.8％① 支出がある

８０ 55.2％② 支出はない

※ 「支出はない」の中には、既存業務システムの支出経費に含まれている場合等を含んでいる。

イ その他

ホームページの中には、管理運営や改修に係る発注にあたり、開設（当初のホ

ームページ作成）を受託した業者や現在使用しているウェブサーバを有する業者

との一者随意契約によっている例も見受けられたが、機能の設定や技術的な制約

など、ホームページの持つ特殊性からやむを得ない面がある。

しかしながらこのことが、費用の縮減について検討・検証を行うことを難しく

していると思われる。

【表22】 業務委託の決定方法

〔書面調査：ＨＰ別〕

区 分 回答数 割 合

一者随意契約による ３４ 70.8％①

５ 10.4％② 二者以上の見積合わせによる

３ 6.3％③ 一般競争入札による

－ －④ 指名競争入札による

６ 12.5％⑤ その他

今後とも、見直しや改修などの機会を捉えて、費用の縮減や効率化を図るとと

もに、当初導入（開設）の計画時においては、開設後の維持・管理まで十分に検

討しておくことが重要である。
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⑾ その他

ア 災害時の対応

災害発生時には「宮崎県ＩＣＴ業務継続計画」に基づき、まず宮崎県ホームペ

ージを最優先で復旧整備し、各関係所属機関は秘書広報課に情報を提供、掲載を

図るなど対応は明確になっている。

また、その際の秘書広報課、情報政策課及び危機管理課等の役割もあらかじめ

整理されている。

しかしながら、災害発生時などの非常時においては、様々な事態が想定され、

対応する人員等についても通常業務とは異なることが充分予想される。

、 、このことから 非常時においても現在予定している対応等が十分機能するよう

日頃から関係職員等への意識の浸透や知識の共有を図ることが望ましい。

イ モバイルの状況

技術革新の進歩により、広報、情報提供におけるツールの主流は今やパソコン

からスマートフォンなどのモバイルへと移行しており、今後はこのようなモバイ

ルにも対応していくことが求められる。

この場合、例えば、現在あるホームページを単にそのまま縮小して小さなモバ

イル画面で表示させるだけでは、利用者にとっては利用しにくいため、小さな画

面であっても利用者が見てすぐ分かるような特別な配慮が必要となる。

このため、先進的な企業のモバイル用ホームページでは次のような工夫が見ら

れる。

・ すぐに分かるように１ページ１テーマに大胆に絞り込んでいる。

・ あえて説明文を少なくして写真や図を効果的に用いている。
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５ 意見

今回の監査において、宮崎県ホームページに秘書広報課が提供するＣＭＳを使用し

て情報掲載している従属系ホームページについては、秘書広報課の管理運営のもと、

概ね適切に行われていることが認められる。

、 、一方 独立系ホームページについては今後改善に取り組むべき点等が見られたので

監査結果等を踏まえてその管理運営について意見を述べると、次のとおりである。

⑴ ホームページを指導監督する体制づくりについて

ホームページは、直接県民に広報する重要な媒体であり、それぞれ目的は異なる

ものの 「宮崎県の顔」としての性格も有している。、

、 、ホームページの適切な管理運営は まずは開設所属が取り組むべきことであるが

指導監督する部署の適切な指導助言が必要な場合があると思われる。

現在、独立系ホームページについては、指導監督している部署において概ね把握

はされていたが、未把握のものも見受けられた。

このため、ホームページを指導監督する部署は、県のホームページを確実に把握

する体制づくりを行い、一定の方向性のもとに指導を強化することが必要である。

⑵ 基本となる規程等の全般的な整備について

管理運営に係る規程・マニュアルについては、整備されていない、もしくは部分

的な整備にとどまっている所属が多くみられ、ホームページの現況や内部手続にお

いて、適切に管理運営されているとはいえない状況が見受けられた。

これらは、管理運営に係る規程等が十分に整備されていないことがその一因であ

ると考えられることから、ホームページを指導監督する部署は、ホームページの管

理運営の基本となる規程やマニュアルのガイドライン等を整備し、各所属を指導す

るととともに、各所属においては、規程等の整備や責任体制の明確化を行うことが

必要である。

⑶ 県広報におけるホームページの戦略的な活用について

独立系ホームページについては、その多くに開設目的を踏まえた独自のデザイン

等による創意工夫が見られたが、開設所属・機関名の表示がないなど、県が開設し

たホームページであることが直ちには読み取れないもの等が散見された。

各ホームページの独自性は尊重すべきであるが、少なくとも県の所属・機関が管

理運営するホームページであることや掲載された情報は県の提供によるものである

、 。ことが容易に分かるように 最低限の共通性や統一性を持たせることは必要である
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また、各ホームページはリンクにより有機的に繋がってはいるが、ホームページ

全体として県を広報するという点では、戦略的な活用が十分に図られていないよう

に思われた。

今後は、県のホームページ全体によって「宮崎県」のイメージを国内外にＰＲす

るという戦略的な情報発信も図っていく必要があると思われる。

このことから、各所属は開設したホームページがその所属のみならず、県全体と

しての広報媒体の一部であることを常に意識し、所属単位でのホームページ活用に

とどまらず、県全体の広報戦略、県全体をＰＲする媒体の一部としてホームページ

活用を推進することが望まれる。

⑷ 利便性の向上について

ホームページは利用者から閲覧されることにより初めて効果が発揮されるもので

あり、より多くの利用を促進するためにも、アクセシビリティやユーザビリティ、

分かりやすい名称の設定やリンク網の整備などの利用者の利便性の向上を図ること

が必要である。

なお、そのためにもアクセス件数など利用状況の把握や、利用者からの意見を聞

く仕組みを設けることは重要である。

⑸ モバイルへの対応について

広報、情報提供におけるツールの主流は、技術革新の進歩により今やパソコンか

らモバイルへと移行しており、さらに拡大が予想されるモバイルへと対応していか

なければならない。

今後は、ホームページ開設所属は、ホームページのモバイル対応化を進めていく

ことが必要である。

⑹ 経費縮減等への取組等について

ホームページの開設及びその後の維持管理経費の縮減については、調達に際して

の事前協議の実施など、一定の努力が認められる。

また、複数のホームページの統合については、開設目的や開設経緯、技術的な制

約もあり、難しい面がある。

しかしながら、今後とも見直し・改修等の機会を捉えて、さらなる経費縮減、

効率化への取組は必要である。

また、バナー広告等による収入の確保についても、検討を行うことが望ましい。
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⑺ 災害への対応について

ホームページは災害においても、広報や情報提供における有効な手段である。

しかし、東日本大震災の際には他県において、県公式ホームページにアクセスが

集中して閲覧ができないなど、通常では起こらない想定外の状況が発生した。

本県においても「南海トラフ巨大地震」の発生が想定されるところであり、災害

時において確実にホームページを機能させることは重要である。

そのためにも、ホームページを指導監督する部署は危機管理部局と連携して、予

想される大災害において円滑な対応が図られるよう、日頃から職員への意識の浸透

や知識の共有を図っていくことが必要である。

最後に、公開できる情報はできる限り公開することを基本認識として、最低限発信

すべき情報等のガイドラインを作成するなど情報発信の充実に努めるとともに、

さらに県民生活に密接な関係がある情報を積極的にホームページに掲載し、利用者の

視点に立って分かりやすく利用しやすいホームページになるよう改善することが望ま

しい。
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部局名 所属名 ホームページの名称 ホームページアドレス

総合政策部
秘書広報課

（広報戦略室）
宮崎県　[Miyazaki Prefecture] http://www.pref.miyazaki.lg.jp/

総合政策部 統計調査課 宮崎県統計調査情報データベース http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/honbu/toukei/db/index.html

総合政策部 中山間・地域政策課 宮崎中山間ネット http://www.chusankan.net/

総合政策部 中山間・地域政策課
宮崎県移住情報サイト
～宮崎への移住はココから～

http://www.chusankan.net/iju/

総合政策部 中山間・地域政策課 internetみやざきの土地 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/tochi/

総合政策部 生活・協働・男女参画課 チャレンジサイト・みやざき http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/danjo/challenge/

総合政策部 生活・協働・男女参画課 宮崎県NPOポータルサイト http://npo.pref.miyazaki.lg.jp/

総合政策部 文化文教・国際課 宮崎県郷土先覚者 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/kenmin/kokusai/senkaku/

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/seikatu/miyazaki101/hito/index.html

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/seikatu/miyazaki101/uta_geino/index.html

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/seikatu/miyazaki101/aji_hana/index.html

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/seikatu/miyazaki101/shinwa_densho/index.html

総合政策部 文化文教・国際課 みやざき文化紀行 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/seikatu/bunkakiko/index.html

総合政策部 人権同和対策課 宮崎県人権ホームページ http://www.m-jinken.jp/

総合政策部 東京事務所 宮崎県東京事務所ホームページ http://www.mtokyo.jp/

総合政策部 大阪事務所 宮崎県大阪事務所 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/osaka/

総合政策部 福岡事務所
コンシェルジェ宮崎
　福岡から発信みやざき情報！

http://www.f-miyazaki.jp/index.html

総合政策部 消費生活センター
こんなのアリ!?と思ったら・・・
　宮崎県消費生活センター

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/seikatu/shouhi/

総務部 総務課 宮崎県文書センター http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/somu/somu/bunsho/index.html

総務部 危機管理課 宮崎県防災・危機管理情報 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/bousai/index.html

総務部 西臼杵支庁 宮崎県西臼杵支庁 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/chiiki/shityoson/nishiusuki_shityo/index.html

福祉保健部 医療薬務課 宮崎県地域医療支援機構ウェブサイト http://www.med.pref.miyazaki.lg.jp/

福祉保健部 医療薬務課 宮崎県総合医療機能情報提供システム http://www.e-navi.pref.miyazaki.lg.jp/

福祉保健部 国保・援護課 宮崎の戦争記録継承館 http://miyazaki-sensokiroku.jp/

福祉保健部 障害福祉課 みやざきバリアフリー情報マップ http://m-bfree.pref.miyazaki.lg.jp/

福祉保健部 衛生管理課 みやざきドッグ愛ランド http://dog.pref.miyazaki.lg.jp/

福祉保健部 こども政策課
みやざき子ども・子育て応援ポータルサイト
「せわっとみやざき」

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/fukushi/kodomos/sewatto/index.html

福祉保健部 都城保健所 宮崎県都城保健所 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/fukushi/miyakonojo_hokensho/index.htm

福祉保健部 衛生環境研究所 宮崎県衛生環境研究所 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/fukushi/eikanken/

福祉保健部 県立看護大学 宮崎県立看護大学 http://www.mpu.ac.jp/

福祉保健部 身体障害者相談センター 宮崎県身体障害者相談センター http://www.shinsyocenter-miyazaki.com/

福祉保健部 こども療育センター 宮崎県立こども療育センター http://www.kodomo-ryoiku.pref.miyazaki.lg.jp/

福祉保健部 精神保健福祉センター
こころの元気サポートします
　宮崎県精神保健福祉センター

http://www.seihocenter-miyazaki.com/

福祉保健部 精神保健福祉センター
カラダのゲンキはココロから
　宮崎こころの保健室

http://miyakoro.com/

環境森林部 環境森林課 みやざきの環境 http://eco.pref.miyazaki.lg.jp

環境森林部 環境管理課 みやざきの空 http://www.miyazaki-taiki.jp/taiki/index.php

環境森林部 山村・木材振興課 みやざき製材品カタログ http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/kankyo/mokuzai/ringyokan/index.html

環境森林部 林業技術センター 宮崎県林業技術センター http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/kankyo/shinrin/mfc/

環境森林部 木材利用技術センター 宮崎県木材利用技術センター http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/kankyo/mokuzai/wurc/

商工観光労働部 商工政策課 宮崎県中小企業支援ポータルサイト http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/shoko/seisaku/chyusyo_portal/index.html

商工観光労働部
商工政策課

(金融対策室)
金融支援（商工政策課　金融対策室） http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/shoko/kinyu/yusi/seido/

商工観光労働部
産業振興課

（産業集積推進室）
東九州メディカルバレー構想 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/shoko/kogyo/medical_ballet/index.html

商工観光労働部
労働政策課

(地域雇用対策室)
ヤングＪＯＢサポートみやざき http://www.yjs-miyazaki.jp/

商工観光労働部
労働政策課

(地域雇用対策室)
WORK NET みやざき http://www.work-miyazaki.net/

商工観光労働部
労働政策課

(地域雇用対策室)
ふるさと宮崎人材バンク http://www.back-to-miyazaki.jp/

商工観光労働部 企業立地課 宮崎県企業立地のご案内 http://www.miyazaki-investment.com/

商工観光労働部 観光推進課 一村一祭 http://matsuri.kanko-miyazaki.jp/

商工観光労働部 観光推進課 宮崎観光遺産 http://isan.kanko-miyazaki.jp/

　【別表】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監　　査　　対　　象　　一　　覧　　表

総合政策部 文化文教・国際課 ふるさと再発見
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商工観光労働部
観光推進課

（記紀編さん記念事業推進室）
記紀編さん１３００年記念事業
　神話のふるさと　みやざき　温故知新ものがたり

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/kiki1300nen/kikihensan.html

商工観光労働部 オールみやざき営業課
宮崎県シンボルキャラクター
　「みやざき犬」×みやざき応援団公式ホームページ

http://ouendan.kanko-miyazaki.jp/

商工観光労働部 工業技術センター
宮崎県工業技術センター・宮崎県食品開発センター
　【共用】

http://www.iri.pref.miyazaki.jp/

商工観光労働部 県立産業技術専門校 宮崎県県立産業技術専門校 http://www.miyazaki-sangi.ac.jp/

商工観光労働部 食品開発センター
宮崎県工業技術センター・宮崎県食品開発センター
　【共用】

http://www.iri.pref.miyazaki.jp/

農政水産部 営農支援課 宮崎農業気象WEB SERVICE http://nougyoukishou.pref.miyazaki.lg.jp/

農政水産部 営農支援課 宮崎県農薬安全使用ホームページ http://nouyaku-tekisei.pref.miyazaki.lg.jp/noyaku/user/top/miyazaki

農政水産部 農産園芸課
みやざきフルーツコンシェルジュ
　（宮崎県果樹連携推進サイト）

http://www.frucon.jp/

農政水産部
家畜防疫対策課

（衛生管理課共同開設）
宮崎県職員獣医師
　～活躍フィールド無限大～

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/fukushi/eisei/jui/

農政水産部 中部農林振興局 宮崎県中部農業改良普及センター http://c15onlug.securesites.net/miyazaki/tyubu/

農政水産部 総合農業試験場（本場） 宮崎県総合農業試験場 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/nosei/mae-station/

農政水産部 県立農業大学校 宮崎県立農業大学校 http://www.majc.pref.miyazaki.lg.jp/

農政水産部 畜産試験場 宮崎県畜産試験場 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/nosei/chikusan/chikusan_shiken/

農政水産部 水産試験場 宮崎県水産試験場 http://www.mz-suishi.jp/

農政水産部 水産試験場 宮崎県水産試験場高度漁海況情報サービスシステム http://miyazaki.eslmarinegis.com/

農政水産部
総合農業試験場

（薬草・地域作物センター）
宮崎県総合農業試験場 薬草・地域作物センター http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/nosei/kikaku/nosiyaku/

農政水産部
総合農業試験場

（病害虫防除・肥料検査センター）
宮崎県病害虫防除･肥料検査センター（病害虫防除） http://www.jppn.ne.jp/miyazaki/

農政水産部 高等水産研修所 宮崎県立高等水産研修所 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/nosei/suisan/kenshujo/index.html

県土整備部 技術企画課 宮崎県県土整備部ホームページ http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/doboku/portal/index.html

県土整備部 道路保全課 道路情報提供システム http://roadi.pref.miyazaki.lg.jp/roadinfo/public/

県土整備部 河川課 宮崎県の雨量・河川水位観測情報 http://kasen.pref.miyazaki.lg.jp/

県土整備部 建築住宅課 みやざき住まいの安心情報バンク～ゆとりネット～ http://www.yutori-net.jp/index.html

県土整備部 高岡土木事務所 高岡土木事務所 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/doboku/portal/desaki/takaoka/index.html

企業局 企業局総務課 宮崎県企業局 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/kigyo/somu/hp/

病院局 病院局経営管理課 宮崎県病院局 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/byoin/

病院局 県立宮崎病院 宮崎県立宮崎病院 http://kenritsu-miyazakibyouin.jp/

病院局 県立日南病院 宮崎県立日南病院 http://nichinan-kenbyo.jp/

病院局 県立延岡病院
県立延岡病院
　-患者さん本位の安全で良質な医療の提供

http://nobeoka-kenbyo.jp/

教育委員会 教育庁総務課 宮崎県教育委員会 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/kyouikuiinkai/htdocs/

教育委員会 教育庁学校政策課 みやざきＷｅｂ学びのシステム https://tangen.miyazaki-manabi.jp/

教育委員会 教育庁学校政策課 ネットいじめ目安箱 http://meyasubako.miyazaki-c.ed.jp/

教育委員会 教育庁生涯学習課
新生涯学習総合情報システム
　「みやざき学び応援ネット」

http://www.sun.pref.miyazaki.lg.jp/

教育委員会 教育庁文化財課 みやざきデジタルミュージアム http://www.miyazaki-archive.jp/d-museum/

教育委員会 教育庁文化財課 宮崎県文化財課ホームページ http://www.miyazaki-archive.jp/bunka/index.html

教育委員会 北部教育事務所 宮崎県教育庁北部教育事務所 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/ssc003/htdocs/

教育委員会 スポーツ指導センター 宮崎県教育庁スポーツ指導センター http://www.miyazaki-sports-shido-center.jp/

教育委員会 教育研修センター
「教育ネットひむか」
　宮崎県教育情報通信ネットワーク

http://himuka.miyazaki-c.ed.jp/index.htm

教育委員会 教育研修センター 宮崎県教育研修センター http://mkkc.miyazaki-c.ed.jp/index.htm

教育委員会 県立図書館
みどりの図書館
　宮崎県立図書館

http://www.lib.pref.miyazaki.lg.jp/

教育委員会 県立美術館 宮崎県立美術館 http://www.miyazaki-archive.jp/bijutsu/index.html

教育委員会 総合博物館 宮崎県総合博物館 http://www.miyazaki-archive.jp/museum/index.html

教育委員会 西都原考古博物館 宮崎県立西都原考古博物館 http://saito-muse.pref.miyazaki.jp/home.html

教育委員会 埋蔵文化財センター 宮崎県埋蔵文化財センター http://www.miyazaki-archive.jp/maibun/

教育委員会 宮崎大宮高等学校 宮崎県立宮崎大宮高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazakiohmiya-h/

教育委員会 宮崎東高校
単位制高校
　宮崎県立宮崎東高等学校

http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazakihigashi-h/

教育委員会 宮崎工業高等学校 宮崎県立宮崎工業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazaki-th/

教育委員会 宮崎商業高等学校 宮崎県立宮崎商業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazaki-ch/

教育委員会 宮崎農業高等学校 宮崎県立宮崎農業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazaki-ah/
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教育委員会 宮崎南高等学校 宮崎南高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazakiminami-h/

教育委員会 宮崎海洋高等学校 宮崎県立宮崎海洋高等学校ホームページ http://cms.miyazaki-c.ed.jp/6046hp/htdocs/

教育委員会
宮崎西高等学校

宮崎西高等学校附属中学校
宮崎県立宮崎西高等学校
宮崎県立宮崎西高等学校附属中学校

http://www.miyazakinishi-h.ed.jp/

教育委員会 宮崎北高等学校 宮崎北高等学校のホームページ http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazakikita-h/

教育委員会 佐土原高等学校 宮崎県立佐土原高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/sadowara-th/

教育委員会 本庄高等学校 宮崎県立本庄高等学校ホームページ http://cms.miyazaki-c.ed.jp/6006/htdocs

教育委員会 日南高等学校 日南高等学校公式ホームページ http://www.miyazaki-c.ed.jp/nichinan-h/

教育委員会 日南振徳高等学校
「総合制専門高校」
　宮崎県立日南振徳高等学校

http://cms.miyazaki-c.ed.jp/6051/htdocs/index.php?page_id=0

教育委員会 福島高等学校 宮崎県立福島高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/myz-fukushima-h/index.html

教育委員会 都城泉ヶ丘高等学校
宮崎県立都城泉ヶ丘高等学校
宮崎県立都城泉ヶ丘高等学校附属中学校

http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojoizumigaoka-h/

教育委員会 都城泉ヶ丘高等学校 宮崎県立都城泉ヶ丘高等学校 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/center08/htdocs/?page_id=16

教育委員会 都城泉ヶ丘高等学校 県立都城泉ヶ丘高等学校定時制 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojoizumigaoka-h/teiji

教育委員会 都城農業高校 宮崎県立都城農業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojo-ah/

教育委員会 都城商業高等学校 宮崎県立都城商業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojo-ch/

教育委員会 都城工業高等学校 宮崎県立都城工業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojo-th/

教育委員会 都城西高等学校 宮崎県立都城西高等学校  http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojonishi-h/

教育委員会 高城高等学校 宮崎県立高城高等学校トップページ http://www.miyazaki-c.ed.jp/takajo-h/

教育委員会 小林高等学校 宮崎県立小林高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/kobayashi-h/

教育委員会 小林秀峰高等学校 宮崎県立小林秀峰高等学校ホームページ http://cms.miyazaki-c.ed.jp/6050/htdocs/

教育委員会 飯野高等学校 宮崎県立飯野高等学校のホームページへようこそ！ http://www.pref.miyazaki-c.ed.jp/myz-iino-h/

教育委員会 妻高校 宮崎県立妻高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/tsuma-h/

教育委員会 西都商業高校 宮崎県立西都商業高校ホームページ http://cms.miyazaki-c.ed.jp/6023/htdocs/

教育委員会 高鍋高等学校
学校案内
　－　宮崎県立高鍋高等学校　公式ホームページ

http://cms.miyazaki-c.ed.jp/6024/htdocs/

教育委員会 高鍋農業高等学校 宮崎県立高鍋農業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/takanabe-ah/

教育委員会 都農高等学校 宮崎県立都農高等学校 http://cms.tsuno-h.com/

教育委員会 延岡高等学校 宮崎県立延岡高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/nobeoka-h/

教育委員会 延岡青朋高等学校 延岡青朋高等学校　公式サイト http://www.miyazaki-c.ed.jp/nobeokaseihou-h/

教育委員会 延岡工業高校 延岡工業高校のホームページ http://www.miyazaki-c.ed.jp/nobetec/

教育委員会 延岡商業高等学校 宮崎県立延岡商業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/nobeoka-ch/

教育委員会 延岡星雲高等学校
新しき風を起こせ
　宮崎県立延岡星雲高等学校

http://www.miyazaki-c.ed.jp/nobeokaseiun-h/

教育委員会 富島高等学校 宮崎県立富島高等学校 http://www..miyazaki-c.ed.jp/tomishima-h/

教育委員会 日向工業高等学校 宮崎県立日向工業高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/hyuga-th/

教育委員会 日向高校 日向高等学校 http://www.hyuga-hs.jp/

教育委員会 門川高等学校 宮崎県立門川高等学校 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/6048/htdocs

教育委員会 高千穂高等学校 宮崎県立高千穂高等学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/takachiho-h/

教育委員会 五ヶ瀬中等教育学校
フォレストピア学びの森
　宮崎県立五ヶ瀬中等教育学校

http://gokase-h.com/

教育委員会 明星視覚支援学校 宮崎県立明星視覚支援学校 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/9721/htdocs/

教育委員会 都城さくら聴覚支援学校 宮崎県立都城さくら聴覚支援学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojo-sd/

教育委員会 延岡しろやま支援学校 宮崎県立延岡しろやま支援学校 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/9942/htdocs/

教育委員会 みやざき中央支援学校 宮崎県立みやざき中央支援学校ホームページ http://cms.miyazaki-c.ed.jp/9932/htdocs/

教育委員会 赤江まつばら支援学校 赤江まつばら支援学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/akae-sh/index.htm

教育委員会 みなみのかぜ支援学校 宮崎県立みなみのかぜ支援学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyazakiminami-sh/

教育委員会 日南くろしお支援学校 宮崎県立日南くろしお支援学校 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/9936/htdocs/

教育委員会 都城きりしま支援学校 ようこそ！都城きりしま支援学校へ http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojo-sh/

教育委員会 日向ひまわり支援学校 宮崎県立日向ひまわり支援学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/hyuga-sh/

教育委員会 児湯るぴなす支援学校 宮崎県立児湯るぴなす支援学校 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/9940/htdocs/

教育委員会 清武せいりゅう支援学校 清武せいりゅう支援学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/kiyotake-sh/

教育委員会 延岡しろやま支援学校高千穂校 宮崎県立延岡しろやま支援学校高千穂校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/nobeoka-ss-t/
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教育委員会 都城きりしま支援学校小林校 都城きりしま支援学校小林校 http://cms.miyazaki-c.ed.jp/9961//htdocs/

教育委員会 都城泉ヶ丘高等学校附属中学校 宮崎県立都城泉ヶ丘高等学校附属中学校 http://www.miyazaki-c.ed.jp/miyakonojoizumigaoka-h/izumigaoka_fuzoku/index.html

警察本部 警察本部総務課 宮崎県警察本部 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/police/

議会事務局
議会事務局

（政策調査課）
宮崎県議会 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/gikai/

各種委員会
人事委員会事務局

（総務課）
求む！みやざきのＨＯＰＥ
　宮崎県職員採用案内

http://www.pref.miyazaki.lg.jp/contents/org/kakushu/jinji/shokuin_boshu/

総合政策部 フードビジネス推進課 － （従属系ホームページのみ）

総合政策部 情報政策課 － （従属系ホームページのみ）

福祉保健部 中央福祉こどもセンター － （従属系ホームページのみ）

- 51 -


